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事業者による環境リスクの把握について 

 

○検討事項（案） 

 化管法においては、ＰＲＴＲ制度、ＭＳＤＳ制度を通じて、事業者による化学物質の自主的

な管理の改善を促進し、環境リスクの低減を促すことを目的としている。事業者による自主

的な管理の改善を図る上で、事業者自らが取り扱う指定化学物質の環境リスクをどのように

把握すべきなのか、またそのための行政の支援措置はどうあるべきか。 

 

 化管法の第３条に基づき国が定めた「化学物質管理指針」において、事業者は自ら取り扱う

指定化学物質について、その有害性、物理化学的性状、排出量及び排出濃度等を考慮し、適

切な手法により、管理対策の実施に取り組むことが求められている。 

一方、化管法の指定化学物質の有害性の種類・強さの程度は物質毎に様々であり、排出量

の大小（増減）のみでは、周辺環境への影響（リスク）を把握することは困難である。そのため、

事業所から排出される化学物質の周辺環境へのリスクを評価して、その結果に基づき、削減対

策の優先順位付け、あるいは事業所周辺の住民等への情報提供（リスクコミュニケーション）を

実施している例もみられている。 

 

１．事業者の自主的な環境リスク評価の実施状況（アンケート調査） 

 経済産業省では平成１８年１１月、ＰＲＴＲ届出排出量の多い事業者等を中心に５００社を選定

し、事業所から排出している化学物質の環境リスク評価の実施状況についてアンケート調査を

行い、２７８社から回答を得た（回答率５５．６％）。表１－１にその概要を示す。 

 

表１-１ アンケート調査の概要 

項目  詳細 

調査対象 

事業者数 
５００事業者 

平成１６年度の PRTR 届出事業者のうち、大気、

水域への排出量が多い企業を中心に選定 

回答事業者数 ２７８事業者 回答率５５．６％ 

主な調査項目 

Q１ 自主的な環境リスク評価を実施したことがあるか 

Q２ 自主的に環境リスク評価を実施した理由（または必要性を感じない理由）

Q３ 環境リスク評価の実施者 

Q４ 自主的な環境リスク評価実施の困難な点 

Q５ 今後自主的なリスク評価を実施していくためはどのようなことが必要か 
 

＜調査結果＞ 

Q１ 自主的な環境リスク評価を実施したことがあるか 

 回答事業者２７８社のうち、「自主的な環境リスク評価を実施したことがある」と回答したのは６６
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社（２４％）であった。また、リスク評価を実施していない事業者のうち、リスク評価の必要性を感

じている事業者と必要性を感じていない事業者の割合は約半数ずつであった。（図１－１） 

リスク評価を

実施したことがある

24%

リスク評価を実施したことはない

が、必要性を感じている

37%

リスク評価を実施したことはない。

必要性を感じない。

39%

N=278

 
図１-１ 自主的な環境リスク評価の実施割合 

 
Q２ 自主的に環境リスク評価を実施した理由（または必要性を感じない理由） 

 環境リスク評価の実施理由に関しては、「使用量削減等の自主的な化学物質管理のため」、

「事業者としての責任」といった事業者の自主的な行動として実施している事業者が多かった。 

 また、リスク評価を実施したことがない事業者のうち、リスク評価の必要性を感じないと回答した

事業者については、「現状で特に問題がない」、「削減努力に努めている」、「リスク評価実施の

要請を受けたことがない」などの回答が多かった。（図１－２、図１－３） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

使用量削減等の自主的な化学物質管理の行動につなげるため

周辺住民への説明のため

管轄地方自治体への報告のため

本社への報告のため（環境報告書等への対応のためを含む）

業界団体や地域の工業団地への報告のため

事業者としての責任があるからN=66

複数回答

 
図１-２ 自主的にリスク評価を実施する理由 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

排出量が少ないので影響を評価するまでもない

今まで特に問題が生じていないので必要性を感じない

行政、業界団体等から要請を受けたことがない

地域住民から要請を受けたことがない

影響の解析等とは関係なく排出量の削減に努めているから

N=109　

複数回答  

図１-３ 自主的なリスク評価の必要性を感じない理由 

Q３ 環境リスク評価の実施者 

 環境リスク評価の実施者については、事業者内部で実施しているのが約６割、外部の専門機

関に委託しているのが約４割であった。（図１－４） 

自社内で社員が

評価を行った

62%

外部専門機関に

委託して評価した

38%

N=66

 
図１-４ リスク評価の実施者 

 

 

Q４ 自主的な環境リスク評価実施の困難な点 

リスク評価実施の実績の有無にかかわらず、「化学物質の有害性データの入手とリスクの判

定方法が難しい」という回答が多かった。また、実績のない事業者からは、「リスク評価のための

ツールの入手が難しい」との回答も多くみられた。（図１－５） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスク評価の専門用語や略語

化学物質の排出源・排出量の把握

原料や製品中に含まれる化学物質の種類、量の把握

化学物質の有害性に関するデータの入手やデータの解釈

実験動物の毒性試験結果をヒトへの影響評価に外挿する方法

化学物質の環境影響の評価等に必要なツールの入手

環境中濃度を算出するソフトウェアの使い方、計算に必要な各

種データ

環境中濃度の予測結果がヒトの健康や環境に影響（リスク）が

あるのかどうか

リスク評価を実施 N=66

リスク評価未実施 N=212

【複数回答】
 

図１-５ リスク評価の実施の困難な点 

 

 

 

 

Q５ 今後自主的なリスク評価を実施していくためにはどのようなことが必要か 

リスク評価実施の実績の有無にかかわらず、「社内での専門知識を身につけた人材の育

成」、「社員の意識向上」が必要という回答が多かった。（図１－６） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門的知識を身につけた人材の育成

化学物質の有害性と安全な利用・管理方法に関する社員の意識向上

地域の業界団体や工業団地等で協力して調査や評価等を行う

地元行政と協力して調査や評価等を行う

大気への影響を把握するため敷地境界での濃度を観測する

水域への影響を把握するため排水中の濃度を観測する

使用している化学物質の有害性を把握するため、毒性試験を実施

現時点では今後行う必要があることは特にない

リスク評価を実施 N=66

リスク評価未実施 N=212

【複数回答】

 
図１-６ リスク評価実施に必要と考える項目 

 

なお、自主的なリスク評価の必要性を感じているにもかかわらずリスク評価を実施できない理
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由としては、「リスク評価の方法が分からない」、「リスク評価のための適切なテキストやツールが

ない」という回答が多かった。（図１－７） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どのように評価したらよいのかわからない

社内に適切な人材がいない

費用がかかるため

評価のための適切なテキストやツールがない

適切な相談先が分からない
N=103

【複数回答】
 

図１-７ リスク評価を実施できない理由 

 
 
 
 
 
 
 

２．事業者自らが環境リスク評価を行っている実例 

（１）化学品メーカーＡ社 
 Ａ社では、全取扱物質を対象に、有害性データの収集及び評価を行い、独自に環境目標濃

度を設定している。事業所周辺の環境濃度のシミュレーション（主に大気）及び実測 (大気及び

水域) により環境中濃度を把握し、それらの値と環境目標濃度とを比較してリスクの判定を行っ

ている。リスク評価の結果、対策が必要と判断した物質については、優先的排出量削減や代替

化を実施している。（図２－１） 
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対象とする化学物質の選定
排出量の多少に関わらず、PRTR対象物質及び業
界団体の指定している全ての物質を対象

評価の条件
大気経由での人への健康影響、水域経由での水生
生物への影響を対象

シナリオ設定

有害性データシート作成
全排出物質の有害性についてデータシート作成

全排出物質について環境目標濃度設定
環境基準値の他、厚生労働省、WHO、OECD、米

国の毒性評価を参考に、より厳しい基準値を採用

有害性評価と環境目標濃度の設定

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる大気中濃度の推定
ﾂｰﾙを用いて排出された化学物質の濃度分布を推定

環境中濃度の実測
敷地境界で大気中濃度を実測し、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果と照
合。水域については、事業場での公共用水域への処
理済み排水の排出地点で濃度を実測。

ばく露評価

環境目標濃度とｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ及び実測による環境中濃
度の推定結果を比較し、対策の必要性を判定

リスク判定

リスク管理
対策が必要な物質は優先的に排出量削減、代替化
などを実施

リスクコミュニケーション
事業所の周辺住民との対話集会を定期的に開催

リスク管理とリスクコミュニケーション

対象とする化学物質の選定
排出量の多少に関わらず、PRTR対象物質及び業
界団体の指定している全ての物質を対象

評価の条件
大気経由での人への健康影響、水域経由での水生
生物への影響を対象

シナリオ設定

有害性データシート作成
全排出物質の有害性についてデータシート作成

全排出物質について環境目標濃度設定
環境基準値の他、厚生労働省、WHO、OECD、米

国の毒性評価を参考に、より厳しい基準値を採用

有害性評価と環境目標濃度の設定

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる大気中濃度の推定
ﾂｰﾙを用いて排出された化学物質の濃度分布を推定
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敷地境界で大気中濃度を実測し、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果と照
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理済み排水の排出地点で濃度を実測。
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度の推定結果を比較し、対策の必要性を判定

リスク判定

リスク管理
対策が必要な物質は優先的に排出量削減、代替化
などを実施

リスクコミュニケーション
事業所の周辺住民との対話集会を定期的に開催

リスク管理とリスクコミュニケーション

 

図２－１ Ａ社の実施するリスク評価のフロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）自動車会社Ｂ社 
 Ｂ社では、従来から各工場で実施してきた地域との環境コミュニケーションの 1 テーマとして、

化学物質のリスクコミュニケーションを実施することとし、化学物質の周辺環境への影響を評価

（リスク評価）して報告内容に含めることにした。 

リスク評価の対象物質には、自社で取り扱う物質のうちＰＲＴＲ排出量上位物質及び社会的

に注目を浴びている物質を選定し、対象物質に関する環境基準値が設定されていない物質に

ついてはＷＨＯ（世界保健機関）等のガイドライン値等に基づき自主環境基準値を設定した。
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暴露評価としては事業所敷地境界における大気濃度及び排水出口部における水質の測定、

並びに簡易な濃度予測式（シミュレーション）による大気及び水域中の濃度推定を実施し、これ

らの値と自主環境基準値との比較によりリスクの判定を行っている。また、リスク評価の結果をリ

スクコミュニケーションの場で報告している。（図２－２） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２ Ｂ社におけるリスク評価の実施手順 

 
 

３．国による事業者の環境リスク評価を促進するための支援策 

 事業者の自主的な環境リスク評価を促進するための支援策として、リスク評価の方法や手順

を説明したガイドブックやパンフレットの作成・配布、リスク評価の教育用ツールや環境中濃度

予測ツール等の開発・提供を行っている。 

 

（１）リスク評価のためのガイドブック、パンフレット等の作成 
①「事業者のみなさまへ 化学物質のリスク評価のためのガイドブック」 

   国では、事業者による化学物質の自主管理にリスク評価手法を導入するための手引き書と

して、「化学物質のリスク評価のためのガイドブック」を作成した。 

本ガイドブックは、リスク評価を初めて学ぶ事業者の従業員等を対象とし、リスク評価の基

礎を解説した「入門編」（図２－３）と、事業所周辺の環境リスク評価の具体的な手順を解説し

た「実践編」の２部からなる。（参考資料１、２） 
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図２-３ 「化学物質のリスク評価のためのガイドブック 入門編」 

 
②「化学物質のリスク評価について －よりよく理解するために－」 

（独）製品評価技術基盤機構では、化学物質のリスク評価の一般的な手順について、平易

な文章で分かりやすく解説したパンフレットを作成し、冊子による配布及びインターネットでの

公開を行っている。（図２－４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-４ 解説「化学物質のリスク評価について －よりよく理解するために－」 

（出典:（独）製品評価技術基盤機構, URL: http://www.safe.nite.go.jp/management/risk/yoriyoku.html） 


